
 

 

令 和 ６ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）  

（厚生労働省医政局医薬産業振興・医療情報企画課） 

項 目 名 
知的財産から生じる所得に係る優遇措置（イノベーションボックス税

制）の創設 

税 目 法人税 

要

望

の

内

容 

 

我が国の研究開発拠点としての立地競争力を向上し、民間企業の無形資産投

資を後押しするため、民間企業の課税所得のうち、我が国で開発した知的財産

に由来する所得に対して優遇税率を適用する措置を新たに創設する。 

 

 

 

 

 

 平年度の減収見込額  （精査中）百万円 

(制度自体の減収額) ( － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) ( － 百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

我が国のイノベーション促進に向けて、海外と比べて遜色ない事業環境を

整備し、研究開発成果の社会実装へのインセンティブを設けることで、我が

国の研究開発拠点としての立地競争力を向上させるとともに、特許権や著作

権で保護されたソフトウェアをはじめとする無形資産への民間投資を後押し

する。 

 

⑵ 施策の必要性 

民間企業が立地選択の意思決定を行う場合、税制優遇措置を含む事業環境

は重要な判断基準となっている。 

実際、諸外国では 2000 年代より欧州を中心に、研究開発成果を知財化し、

その知財を社会実装することにより得られた収益に対して優遇税率を適用す

る、すなわち「アウトプット」に着目した税制であるイノベーションボック

ス税制が導入されてきている。さらに、イノベーションボックス税制は、近

年では中国や韓国、インド、シンガポール等、アジア太平洋諸国においても

導入・検討が進んでいる。 

各国政府による誘致競争が激化する中、収益性の高い事業であればあるほ

ど税制がないことによる相対的な競争環境の劣後のインパクトが大きい。近

年、我が国でも民間企業による研究開発拠点の海外シフトの動きが顕在化し

ており、我が国の研究開発拠点としての立地競争力を強化することが急務。 

また、医薬品産業については、先発企業は研究開発型の収益構造として、

特許期間中の新薬売上で当該新薬の開発に係る研究開発費を回収するととも

に、革新的新薬の創出に向けた投資を行うことが求められるところ、研究開

発の知財化や知財の社会実装により収益化を支援することは重要な取組とな

る。 

さらに、医薬品産業においては医療系ベンチャーを育てる好循環（エコシ

ステム）の確立が重要であるところ、これらのベンチャー企業が日本国内で

自ら研究開発を行う上で知財化・産業化の支援をすることはエコシステムの

形成にとって重要な取組となる。 

このため、我が国においてもイノベーションボックス税制を創設し、海外

と比べて遜色ない事業環境を整備するとともに、民間企業による研究開発成

果の社会実装を後押しすることで、国内投資を強力に推進する必要がある。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

基本目標ⅩⅡ 国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品

等の研究開発の振興並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図

ること 

 

施策大目標２ 研究を支援する体制を整備すること 

 

施策目標２－１ 厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な

実施及び医薬品等の研究開発の促進並びに保健衛生分野の調査

研究の充実を図ること 

 

○ 経済財政運営と改革の基本方針 2023（令和５年６月 16 日閣

議決定） 

第２章 新しい資本主義の加速 

２．投資の拡大と経済社会改革の実行 

（１）官民連携による国内投資拡大とサプライチェーンの

強靱化 

（略）国内投資・研究開発を大胆に促進することが不可

欠である。（略）知的財産の創出等を促し、我が国のイ

ノベーション拠点としての立地競争力を強化する。 

 

第４章 中長期の経済財政運営 

２．持続可能な社会保障制度の構築 

（社会保障分野における経済・財政一体改革の強化・推進） 

創薬力強化に向けて、革新的な医薬品、医療機器、再生

医療等製品の開発強化、研究開発型のビジネスモデルへの

転換促進等を行うため、保険収載時を始めとするイノベー

ションの適切な評価などの更なる薬価上の措置、全ゲノム

解析等に係る計画 258の推進を通じた情報基盤 259の整備や

患者への還元等の解析結果の利活用に係る体制整備、大学

発を含むスタートアップへの伴走支援、臨床開発・薬事規

制調和に向けたアジア拠点の強化、国際共同治験に参加す

るための日本人データの要否の整理、小児用・希少疾病用

等の未承認薬の解消に向けた薬事上の措置と承認審査体制

の強化等を推進する。 

 

○ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023 改訂

版（令和５年６月 16日閣議決定） 

Ⅳ.GX・DXへの投資 

１．レジリエンス上の日本の優位性と国内企業立地促進・高度

外国人材の呼び込み 

（３）横断的環境整備 

①イノベーション環境・インフラの整備 
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利益の源泉たるイノベーションについても国際競争

が進んでおり、民間による無形資産投資を後押しする

観点から、海外と比べて遜色なく知的財産の創出に向

けた研究開発投資を促すための税制面の検討や、通信

やコンピューティング基盤など次世代の付加価値を創

造する基盤設備への投資を含めた、イノベーション環

境の整備を図る。 

 

○ 統合イノベーション戦略 2023（令和５年６月９日閣議決

定） 

第１章 総論（国家的重要基盤を支え、社会課題を成長のエン

ジンに転換する科学技術。イノベーション） 

２．科学技術・イノベーション政策の３つの機軸 

（３）イノベーション・エコシステムの形成 

③成長志向の資金循環形成と研究開発投資の拡大 

（資金循環の活性化による研究開発投資の拡大） 

（略）知的財産の創出等を促し我が国のイノベーシ

ョン拠点としての立地競争力を強化する観点から、

民間企業による知的財産の創出等に向けた研究開発

投資を促すための税制を含めた施策の在り方につい

て、引き続き検討を進める。 

政 策 の 

達成目標 
民間企業による知的財産によるアウトプットへのインセンテ

ィブを高め、研究開発成果の事業化・社会実装を促進する。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

期限の定め無し 

 

 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

政策の達成目標と同じ 

 

 

政策目標の

達 成 状 況 

 
 
 － 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

本制度の措置により、民間企業による研究開発成果の事業

化・社会実装の促進が見込まれる。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

英国では 2013 年にイノベーションボックス税制を導入。同国

担当省庁（歳入税関庁）の報告によれば、イノベーションボッ

クス税制の適用を受ける事業者は資本コストが引き下げられ、

投資促進につながり、特許を商業化しようとすることから、結

果として英国内への投資を 10％増加させる効果が示されてい

る。 

我が国においても、イノベーションボックス税制を措置し、

研究開発環境の国際的イコールフッティングを実現すること

で、我が国のイノベーション拠点としての競争力を強化すると

ともに、知的財産の創出に向けた研究開発投資の促進が見込ま

れる。 

相 
当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

地方税についても同様の要望を行っている。 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 － 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 － 

要望の措置 

の 妥 当 性 

我が国では研究開発のアウトプットへのインセンティブとな

る税制が存在しない一方、欧州及びアジア各国ではイノベーシ

ョンボックスを導入し、その考え方が広がりを見せている。 

現状のままアウトプットに着目した優遇措置を我が国に導入

しないとすると、収益性の高い事業を生む可能性の高い研究開

発投資であればあるほど、税制がないことによる相対的な競争

環境の劣後のインパクトは大きくなることが想定される。 

イノベーションボックスを導入し国際的イコールフッティン

グを図ることにより、我が国のイノベーション環境を整備する

ことができると考えられる。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 － 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 － 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 － 

前回要望時 

の達成目標 
 － 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 － 

これまでの 

要 望 経 緯 
 － 
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